「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保」

のための意見書
　地球温暖化防止のための温室効果ガスの削減は、我が国のみならず地球規模の重要かつ喫緊の課題となっており、森林のもつ地球温暖化の防止や国土の保全、水資源の涵養、自然環境の保持など「森林の公益的機能」に対する国民の関心と期待は大きくなっている。

　また、わが国は平成２５年度以降においても、京都議定書目標達成計画に掲げられたもの（第１約束期間における温室効果ガス排出削減義務６％のうち、３．８％を森林吸収量で確保）と同等以上の取組みを推進することとしている。
　このような経緯も踏まえ、「地球温暖化対策のための石油石炭税の税率の特例措置」が平成２４年１０月に導入されたが、使途は、ＣＯ２排出抑制対策に限定されており、森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保については、「早急に総合的な検討を行う」との方針に止まっている。

　もとより、地球温暖化防止をより確実なものとするためには、森林の整備・保全等の森林吸収源対策や豊富な自然環境が生み出す再生可能エネルギーの活用などの取り組みを、山村地域の市町村が主体的・総合的に実施することが不可欠である。

　しかしながら、これら市町村では、木材価格の暴落・低迷や、林業従事者の高齢化、後継者不足など厳しい情勢にあり、その結果、山そのものが荒廃し、自然災害等の脅威に国民の生命財産が脅かされるといった事態が生じている。

これを再生させることと共に、森林吸収源対策などの地球温暖化対策に取り組むための恒久的・安定的な財源確保を講ずることが急務である。
　よって、下記事項の実現を強く求めるものである。

記

　　　　自然災害などの脅威から国民の生命財産を守るための森林・林業・山村対策の抜本的な強化をはかることに加え、二酸化炭素吸収源として最も重要な機能を有する森林の整備・保全等を推進する市町村の役割を踏まえ、「石油石炭税の税率の特例」による税収の一定割合を森林面積に応じて譲与する仕組みの構築を強く求める。
以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年９月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提出先】
内閣総理大臣　

財務大臣

総務大臣
農林水産大臣

環境大臣

経済産業大臣

衆議院議長

参議院議長
子ども・子育て支援新制度の導入に関する意見書
２０１２年８月、「社会保障と税の一体改革法」の一環の中で、子ども・子育て関連三法が成立し、国は子ども・子育てに関する新制度を、２０１５年４月１日施行をめざして準備を進めている。
これまでの保育制度は、国と自治体の公的責任、最低基準の順守、公費による財源保障を制度の柱にして、子どもの保育を受ける権利を保障してきた。一方、新制度は保育の市場化、利用者補助などを柱にする仕組みであり、子どもが受ける保育に格差が生じることが予想される。

またその一方で今回、法改定論議の中で、「児童福祉法第２４条１項」で「保育所」における「市町村の保育実施責任」が明記されたこと、また衆議院で６項目、参議院で１９項目もの附帯決議が記されたことは、子どもの健やかな育ちに、国・自治体をあげて最善を努めなければならないことを示しており、その意味は大きい。

また、子どもの貧困や保護者の子育てを困難とする課題は、社会的にも深刻な問題となってきた今日、子どもの育ちについては十分な検討と配慮が必要である。

よって国及び国会におかれては、子どもの権利を最優先に、地方自治体の実情を踏まえたうえで、国と地方自治体の責任のもとで保育制度の拡充を図られるよう、下記の事項について要望する。

記

　　１．子ども・子育て支援新制度の導入にあたっては、新制度の実施主体である自治体及び保育関係者、国民への説明を尽くし、その意見を踏まえたうえで国として十分な論議を行い、拙速な施行は避けること。 
　　２．新制度の設計にあたっては、すべての子どもに平等に保育を保障する観点から、施設・事業等の基準、公的責任のあり方、認定の仕組み、子どもの保育時間、公定価格等について格差を生じさせないこと。

　　３．児童福祉法第２４条1項の保育所における自治体の保育実施責任は現行どおりであることを確認し、保育所の基準や運営費等については、新制度においても後退させず、政省令に反映させること。
　　４．緊急課題である待機児童対策を先送りせず、保育の実施に責任を持つ市町村が計画的に保育所整備を進められるよう国として財源措置などの対策を行うこと。あわせて、基準の改善、保育料引き下げなど保護者負担の軽減、職員処遇改善のための仕組みの導入を図ること。

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年９月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提出先】
衆議院議長

参議院議長
内閣総理大臣　

財務大臣
厚生労働大臣
文部科学大臣

内閣府特命担当（少子化対策）大臣
少人数学級の推進などの定数改善と義務教育費国庫負担制度２分の１
復元をはかるための、２０１４年度政府予算に係る意見書
　小学校１年生、２年生と続いてきた３５人以下学級の拡充が予算措置されていない。
　日本は、OECD諸国に比べて、１学級あたりの児童生徒数や教員１人あたりの児童生徒数が多くなっているが、一人ひとりの子どもに丁寧な対応を行うためには、ひとクラスの学級規模を引き下げる必要がある。文部科学省が実施した「今後の学級編制及び教職員定数に関する国民からの意見募集」では、約６割が「小中高校の望ましい学級規模」として、２６人～３０人を挙げている。このように、保護者も３０人以下学級を望んでいることは明らかである。

　社会状況等の変化により学校は、一人ひとりの子どもに対するきめ細かな対応が必要となっているうえ、新しい学習指導要領が本格的に始まり、授業時数や指導内容が増加している。日本語指導などを必要とする子どもたちや障がいのある子どもたちへの対応等も課題となっている。いじめ、不登校等生徒指導の課題も深刻化しており、こうしたことの解決に向けて、計画的な定数改善が必要である。
　子どもたちが全国どこに住んでいても、機会均等に一定水準の教育を受けられることが憲法上の要請である。しかし、教育予算について、GDPに占める教育費の割合は、OECD加盟国（データのある３１カ国）の中で日本は最下位となっている。また、三位一体改革により、義務教育費国庫負担制度の負担割合は２分の１から３分の１に引き下げられ、自治体財政を圧迫するとともに、非正規雇用者の増大などにみられるように教育条件格差も生じている。

　将来を担い、社会の基盤づくりにつながる子どもたちへの教育は極めて重要である。子どもや若者の学びを切れ目なく支援し、人材育成・創出から雇用・就業の拡大につなげる必要がある。こうした観点から、２０１４年度政府予算編成において下記事項が実現されるよう要望する。

記

１．少人数学級を推進すること。具体的学級規模は、OECD諸国並みの豊かな教育環境を整備するため、３０人以下学級とすること。
２．教育の機会均等水準の維持向上をはかるため、義務教育費国庫負担制度の負担割合を２分の１に復元すること。

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年９月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提出先】
内閣総理大臣
財務大臣

文部科学大臣

総務大臣
消費税増税の凍結を求める意見書
最近のマスコミ報道によると株高となり景気が上向きつつあるといわれているが、「実感できない」国民は８１.９％（４月２１日共同通信調べ）で、反対に円安により、ガソリン・電気・ガスや食料品等が値上がりし、庶民生活は一層厳しさを増している状況である。

そのため、各種世論調査では、依然５割を超える国民が消費税増税に反対している。

消費税増税によって消費・景気が後退し、消費税を転嫁できない広範な中小企業・自営商工業者・農民・漁民に大打撃を与え、国民の生活が疲弊し、果たして税収全体が増えるのか、財政再建できるのかと、疑問の声が上がっている。また、地方公共団体の支出も増え、財政にも打撃を与えると危惧されている。

東日本大震災・福島原発事故の地からも、消費税増税は困るとの声が強まっている。

安倍政権は来年４月からの消費税率８％実施を、景気動向を見て本年１０月に決定するとしているが、前記のような現下の経済情勢では増税できるものではないと考える。
よって、本議会は消費税増税の凍結を求めるものである。
以上、地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年９月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提出先】
内閣総理大臣　
道州制導入に断固反対する意見書
　我々町村議会は、平成２０年以来、町村議会議長全国大会において、その総意により、「住民自治の推進に逆行する道州制は行わないこと。」を決定し、本年４月１５日には、全国町村議会議長会が「町村や国民に対して丁寧な説明や真摯な議論もないまま、道州制の導入が決定したかのごとき法案が提出されようとしていることは誠に遺憾である。」とする緊急声明を行った。さらに、７月１８日には、「道州制は絶対に導入しないこと」とする要望を決定し、政府・国会に対し要請してきたところである。
　しかしながら、与党においては、道州制導入を目指す法案の国会への提出の動きが依然としてみられ、また、野党の一部においては、既に「道州制への移行のための改革基本法案」を第１８３回国会へ提出し、衆議院内閣委員会において閉会中審査となっているなど、我々の要請を無視するかの動きをみせている。
　これらの法案は、道州制導入後の国の具体的なかたちを示さないまま、期限を区切った導入ありきの内容となっており、事務権限の受け皿という名目のもと、ほとんどの町村においては、事実上の合併を余儀なくされるおそれが高いうえ、道州はもとより再編された「基礎自治体」は、現在の市町村や都道府県に比べ、住民と行政との距離が格段に遠くなり、住民自治が衰退してしまうことは明らかである。

　町村は、これまで国民の生活を支えるため、食料供給、水源涵養、国土保全に努め、伝統・文化を守り、自然を活かした地場産業を創出し、住民とともに個性あるまちづくりを進めてきた。それにもかかわらず、効率性や経済性を優先し、地域の伝統や文化、郷土意識を無視してつくり上げる大規模な団体は、住民を置き去りにするものであり、到底地方自治体と呼べるものではない。多様な自治体の存在を認め、個々の自治体の活力を高めることが、ひいては、全体としての国力の増強につながるものであると確信している。

　よって、本議会は道州制の導入に断固反対する。

　以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２５年９月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提出先】
衆議院議長

参議院議長
内閣総理大臣
内閣副総理大臣
内閣官房長官
総務大臣・内閣府特命担当大臣（地方分権改革）道州制担当
